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1 PRTR 制度の概要 

● PRTR とは？ 

PRTR（Pollutant Release and Transfer Register ： 化学物質排出移動量届出制度）とは、有害性のある多種多様

な化学物質が、どこから、どれくらい環境へ排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかと

いうデータを把握し、集計・公表する仕組みです。 

PRTR 制度は「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（以下「化管法」と

いう。）に基づき、平成 13 年度より本格施行されています。 

 

● どのような事業所から届出されるのか？ 

化管法では、製造業や燃料小売業（ガソリンスタンド）などを含む 24 の業種を営む事業者に排出量等の届出が義務

付けられています。（平成 20 年 11 月に改正された政令により、平成 22 年 4 月 1 日から医療業種が対象事業種に追

加され、現行の 24 業種となりました。） 

 

● どのような化学物質について届出されるのか？ 

化管法では、人の健康や生態系に有害なおそれのある 515 物質について届出がなされます。（令和 3 年 10 月に改

正された政令により、令和 5 年 4 月 1 日以降から把握すべき化学物質は 462 物質から 515 物質に見直されました。） 

 

● PRTR データからわかることは？ 

PRTR 制度では、事業者から国へ届出がなされた対象化学物質の年間排出量・移動量の集計値に加え、家庭、農

業、自動車などからの年間排出量の推計値が公表され、次のようなことがわかります。 

・ 全国の事業者が大気、公共用水域、土壌等へ排出している対象化学物質とその量 

・ 全国の事業者が廃棄物として処理するためや下水道への放出によって、事業所の外へ移動している対象化学物質と

その量 

・ 全国の家庭、農業、自動車などから排出される化学物質とその量（推計値） 

・ 対象化学物質別の排出量・移動量 

・ 業種別の排出量・移動量 

・ 都道府県別の排出量・移動量 

国は、個別事業所のデータも電子ファイル化し、公表しています。 

 

なお、PRTR 制度では環境へ排出された化学物質の名前や年間排出量を把握することはできますが、排出量だけで

は人の健康や生態系にどのような影響を及ぼすかについての判断はできません。人の健康や生態系への影響につい

ては、PRTR のデータに加え、化学物質の有害性の程度やその物質が主に環境中のどこにどれだけ存在しているか、

分解・蓄積しやすいかどうかといったさまざまな要因とあわせて考えることが必要です。 

 

● PRTR 制度に期待される効果は? 

化管法では、事業者は化学物質の管理を改善・強化するとともに、化学物質の環境への排出や管理の状況について

積極的に情報開示することが求められています。 

これらにより、自主的な排出削減対策の促進及び情報開示によるリスクコミュニケーションの推進が化学物質による

環境負荷の低減につながります。 
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2 排出量・移動量の届出状況 

 徳島県における令和 5 年度把握分の排出量及び移動量については、231 事業所から、届出対象となる 515 物質のう

ち、121 物質についての届出がなされました。 

 業種別及び市町村別の届出状況は表 1 及び 2 のとおりです。 

 業種別に見ると、燃料小売業（主にガソリンスタンド）からの届出が最も多く、次いで一般廃棄物処理業（ごみ処分業）、

化学工業、下水道業の順となっています。 

 

  届出事業所数
0
0

製造業 78
3
2

飲料・たばこ・飼料製造業（以下を除く。） 2
酒類製造業 0
たばこ製造業 0

2
0
6
2

11
0

26
化学工業（以下を除く。） 18
塩製造業 1
医薬品製造業 7
農薬製造業 0

5
4
2
0
2
2
0
5
1
5

電気機械器具製造業（以下を除く。） 5
電子応用装置製造業 0
電気計測器製造業 0

0
輸送用機械器具製造業（以下を除く。） 0
鉄道車両・同部分品製造業 0
船舶製造・修理業、舶用機関製造業 0

0
精密機械器具製造業（以下を除く。） 0
医療用機械器具・医療用品製造業 0

0
0
3
0
0

13
0
0
4
0
0

94
1
0
0
0
0
0

29
産業廃棄物処分業 5

産業廃棄物処分業 4
特別管理産業廃棄物処分業 1

0
1
3

231

高等教育機関
自然科学研究所

合　計

機械修理業
商品検査業
計量証明業（一般軽量証明業を除く。）
一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。）

医療業

自動車卸売業
燃料小売業
洗濯業
写真業
自動車整備業

下水道業
鉄道業
倉庫業
石油卸売業
鉄スクラップ卸売業

武器製造業
その他の製造業

電気業
ガス業
熱供給業

金属製品製造業
一般機械器具製造業
電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

ゴム製品製造業
なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業
鉄鋼業
非鉄金属製造業

出版・印刷・同関連産業
化学工業

石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業

繊維工業
衣服・その他の繊維製品製造業
木材・木製品製造業(家具を除く。)
家具・装備品製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業

業種名
金属鉱業
原油・天然ガス鉱業

食料品製造業
飲料・たばこ・飼料製造業

表１ 業種別届出状況 
市町村 届出事業所数

徳島市 61 
鳴門市 16 
小松島市 14 
阿南市 28 
吉野川市 11 
阿波市 17 
美馬市 12 
三好市 9 
勝浦町 1 
上勝町 1 
佐那河内村 1 
石井町 5 
神山町 2 
那賀町 3 
牟岐町 2 
美波町 1 
海陽町 6 
松茂町 13 
北島町 7 
藍住町 7 
板野町 2 
上板町 3 
つるぎ町 4 
東みよし町 5 

合計 231 

表２ 市町村別届出状況 
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3 集計結果 

 徳島県における令和 5 年度把握分の集計結果は次のとおりです。なお、記載している集計値やその割合を表す数値

は、いずれも四捨五入により端数処理をしているため、合計値が内訳を合計した数値とは異なる場合があります。 

 

（1） 届出排出量・移動量 

ア 徳島県全体の状況 

（ア） 業種別排出量・移動量 

業種別の排出量及び移動量は、図 1 のとおりです。 

排出量では、パルプ・紙・紙加工品製造業(92t)が最も多く、次いで木材・木製品製造業(90t)となっています。 

また、移動量では、化学工業(600t)が最も多く、次いで電気機械器具製造業(93t)となっています。 

図 1 業種別排出量・移動量 
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（イ） 排出量・移動量の媒体別割合 

徳島県内の事業所から届出のあった排出量及び移動量はそれぞれ 467t 及び 777t でした。 

その内訳は、次のとおりです。 

 

排出量の内訳 

・ 大気への排出   409t 

・ 公共用水域への排出    58t 

・ 土壌への排出     0t 

・ 事業所における埋立処分    0t 

移動量の内訳 

・ 事業所外への移動（廃棄物移動） 777t 

・ 下水道への移動     0t 

  

 

 

 

  

図 2 届出排出量・移動量の媒体別割合 
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（ウ） 届出排出量と移動量の合計量が多い物質 

届出排出量・移動量が多い上位 10 物質の合計は 783t で、全物質合計の 63%に当たります。当該 10 物質

については次のとおりです。 

 

 

  

図 3 届出排出量と移動量の合計量上位 10 物質とその量 

表 3 届出排出量と移動量の合計量が多い物質 

順位 物質名称
届出排出量

（t/年）
移動量
（t/年）

届出排出量と
移動量の合計

 （t/年）

届出排出量と
移動量の合計
構成比（%）

1 トルエン 100 52 152 12
2 ジクロロメタン（別名　塩化メチレン） 93 56 149 12
3 テトラヒドロフラン 2.3 120 122 9.8
4 ヘプタン 6.9 83 90 7.2
5 キシレン 35 24 59 4.8
6 二硫化炭素 51 0.0 51 4.1
7 ヘキサン 26 21 46 3.7
8 ２－アミノエタノール 1.8 38 40 3.2
9 シクロヘキサン 36 1.6 38 3.0
10 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 11 26 37 3.0

363 421 783 63
467 777 1,244 100

10物質合計

全対象物質（515物質）合計
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（エ） 届出排出量が多い物質 

届出排出量が多い上位 10 物質の合計は 391t で、全物質合計の 84%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

 

 

 

  

図 4 届出排出量上位 10 物質とその量 

表 4 届出排出量の多い物質 

順位 物質名称 届出排出量（t/年） 構成比（%）

1 トルエン 100 21
2 ジクロロメタン（別名　塩化メチレン） 93 20
3 二硫化炭素 51 11
4 シクロヘキサン 36 7.7
5 キシレン 35 7.5
6 ヘキサン 26 5.5
7 １－ブロモプロパン 17 3.6
8 ほう素化合物 13 2.7
9 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 11 2.4
10 マンガン及びその化合物 10 2.2

391 84
467 100

10物質合計

全対象物質（515物質）合計
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（オ） 大気への排出量が多い物質 

大気への排出量が多い上位 10 物質の合計は 373t で、全物質合計の 91%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

 

 

  

図 5 大気排出量上位 10 物質とその量 

表 5 大気排出量の多い物質 

順位 物質名称 大気排出量（t/年） 構成比（%）

1 トルエン 100 25
2 ジクロロメタン（別名　塩化メチレン） 93 23
3 二硫化炭素 41 10
4 シクロヘキサン 36 8.8
5 キシレン 35 8.6
6 ヘキサン 26 6.3
7 １－ブロモプロパン 17 4.2
8 エチルベンゼン 9.7 2.4
9 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 9.0 2.2
10 ヘプタン 6.9 1.7

373 91
409 100

10物質合計

全対象物質（515物質）合計
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（カ） 公共用水域への排出量が多い物質 

公共用水域への排出量が多い上位 10 物質の合計は 56t で、全物質合計の 97%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

 

  

表 6 公共用水域排出量の多い物質 

順位 物質名称
公共用水域排出量

（t/年）
構成比（%）

1 ほう素化合物 13 22
2 マンガン及びその化合物 10 17
3 二硫化炭素 9.7 17

4 エチレンジアミン四酢酸並びに
そのカリウム塩及びナトリウム塩

7.4 13

5 テトラメチルアンモニウム＝ヒドロキシド 5.7 9.8
6 ２，２－ジブロモ－２－シアノアセトアミド 3.4 5.9
7 ふっ化水素及びその水溶性塩 2.3 4.0
8 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 2.2 3.8
9 Ｎ－メチル－２－ピロリドン 1.7 2.9
10 亜鉛の水溶性化合物 1.1 1.8

56 97
58 100

10物質合計

全対象物質（515物質）合計

図 6 公共用水域排出量上位 10 物質とその量 
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（キ） 事業所外への移動量（廃棄物移動量）が多い物質 

事業所外への移動量（廃棄物移動量）が多い上位 10 物質の合計は 501t で、全物質合計の 65%に当たりま

す。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

  

順位 物質名称
廃棄物移動量

（t/年）
構成比（%）

1 テトラヒドロフラン 120 15
2 ヘプタン 83 11
3 ジクロロメタン（別名　塩化メチレン） 56 7.3
4 トルエン 52 6.6
5 ２－アミノエタノール 38 4.9
6 フェノール 34 4.3
7 ヒドラジン 32 4.1
8 １，２－ジクロロエタン 30 3.9
9 ニッケル化合物 29 3.7
10 メチルイソブチルケトン 28 3.6

501 65
777 100

10物質合計

全対象物質（515物質）合計

表 7 事業所外への移動量（廃棄物移動量）の多い物質 

図 7 廃棄物移動量上位 10 物質とその量 
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（ク） 特定第一種指定化学物質の排出量・移動量 

515 種類の第一種指定化学物質のうち、人に対して発がん性のある 23 物質は「特定第一種指定化学物質」

に指定されています。第一種指定化学物質は、年間 1t 以上の取扱いがあれば届出の必要があるのに対し、特

定第一種指定化学物質については、年間 0.5t 以上の取扱いがあれば届出が必要になります。 

特定第一種指定化学物質の排出量・移動量については、次のとおりです。 

 

 

 

  

表 8 特定第一種指定化学物質の排出量・移動量 

(単位：kg/年、ダイオキシン類はmg-TEQ/年)

大気
公共用
水域

土壌 埋立 合計 下水道 廃棄物 合計

石綿 0 0 0 0 0 0 3,900 3,900 3,900

エチレンオキシド 3,400 0 0 0 3,400 0 0 0 3,400

カドミウム及びその化合物 0 2 0 0 2 0 0 0 2

六価クロム化合物 0 26 0 0 26 0 0 0 26

ダイオキシン類 364 2 0 0 367 0 13,961 13,961 14,328

トリクロロエチレン 4,100 6 0 0 4,106 0 9,000 9,000 13,106

ニッケル化合物 3 520 0 0 523 0 28,800 28,800 29,324

砒素及びその無機化合物 0 6 0 0 6 0 0 0 6

ベンゼン 1,166 6 0 0 1,172 0 0 0 1,172

ホルムアルデヒド 1,085 23 0 0 1,108 0 1,857 1,857 2,965

鉛及びその化合物 0 8 0 0 8 0 0 0 8

注)届出のあった物質についてのみ表示しています。

排出量 移動量

物質名称
排出量と
移動量の

合計
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（ケ） 届出排出量等の推移 

届出排出量等の経年変化は、次の図のとおりです。 

令和 5 年度は前年度と比較して、排出量及び移動量は増加しました。また、届出事業所数は変わりませんで

した。 

なお、排出量の増減が大きい業種は、化学工業（前年度比 45t 増）、電気機械器具製造業（前年度比 16t 増）

などであり、移動量の増減が大きい業種は、化学工業（前年度比 79t 増）、電気機械器具製造業（前年度比 54t

減）などです。 

 

 

注 1） 平成 15 年度把握分から取扱量に係る届出要件が 5t から 1t に引き下げられたことから、届出事業所数が

大幅に増加しています。 

注 2） 平成 22 年度から、対象物質の見直し（354 物質に代えて 462 物質を指定）及び医療業の対象業種への追

加がなされております。 

注 3） 令和 5 年度から、対象物質の見直し（462 物質に代えて 515 物質を指定）がなされております。 

注 4） 平成 30 年度から令和 4 年度のデータについては、昨年度の公表後に変更があった届出内容を反映してい

ます。 

 

 

  

図 8 届出排出量等の経年変化 



- 12 - 
 

イ 地域別の状況 

（ア） 地域別排出量・移動量 

徳島県を東部、南部及び西部の 3 地域に区分して、届出排出量・移動量を集計した結果は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域 南部 西部 全体

排出量(t/年) 95 14 467
移動量(t/年) 120 0.8 777
届出事業所数 40 30 231

徳島市 鳴門市 阿南市 美馬市

小松島市 吉野川市 那賀町 三好市
阿波市 勝浦町 美波町 つるぎ町

上勝町 佐那河内村 牟岐町 東みよし町

石井町 神山町 海陽町

松茂町 北島町

藍住町 板野町

上板町

該当市町村

東部

358
656
161

表 9 地域区分と地域別届出排出量 

図 11 届出事業所数の地域別割合 

図 9 排出量の地域別割合 図 10 移動量の地域別割合 
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（イ） 排出量の多い物質 

地域別の届出排出量上位物質については、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 12 

図 13 

図 14 
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（2） 届出外排出量 

ア 届出外排出量の内訳 

経済産業省及び環境省が推計を行った、徳島県における令和 5 年度の届出外排出量の合計は、1,980t でし

た。 

届出外排出量とは、対象業種を営む裾切り以下の事業者（従業員が 21 人未満または対象化学物質の年間取

扱量が規定量以下）からの排出量、非対象業種からの排出量、家庭からの排出量及び自動車等の移動体からの

排出量です。 

内訳は次のとおりです。 

 

 

届出外排出量の内訳 

・ 対象業種を営む裾切り以下の事業者※ からの排出量 364t 

（※グラフでは「対象業種（届出要件未満）」と表記 

・ 非対象業種からの排出量     670t 

・ 家庭からの排出量     495t 

・ 移動体からの排出量     451t 

 

 

 

 

 

  

図 15 届出外排出量の内訳 
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イ 届出外排出量が多い物質 

届出外排出量が多い上位 10 物質の合計は 1,405t で、全物質合計の 71%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

 

  

図 16 届出外排出量上位 10 物質とその量 

表 10 届出外排出量の多い物質 

順位 物質名称
届出外排出量

（ｔ /年）
構成比（%）

1 トルエン 266 13

2 ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の
炭素数が１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）

235 12

3 キシレン 201 10
4 トリクロロニトロメタン（ 別名 クロロピクリン） 193 9.7
5 １，３－ジクロロプロペン（別名 Ｄ－Ｄ ） 175 8.8

6 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（アルキル基の
炭素数が１０から１４までのもの及びその混合物に限る。）

91 4.6

7 エチルベンゼン 73 3.7
8 ほう素化合物 68 3.4
9 ２－アミノエタノール 52 2.6
10 ホルムアルデヒド 52 2.6

1,405 71
1,980 100

10 物質合計

全対象物質（515 物質）合計
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ウ 対象業種からの届出外排出量が多い物質 

対象業種からの届出外排出量が多い上位 10 物質の合計は 311t で、全物質合計の 85％に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

 

 

  

図 17 対象業種からの届出外排出量上位 10 物質とその量 

表 11 対象業種からの届出外排出量が多い物質 

順位 物質名称
届出外排出量

（ｔ /年）
構成比（%）

1 ほう素化合物 68 19
2 トルエン 68 19
3 ふっ化水素及びその水溶性塩 34 9.4
4 キシレン 33 9.1
5 エチルベンゼン 26 7.0
6 ホルムアルデヒド 25 6.7
7 シクロヘキサン 18 5.0
8 ヘキサン 15 4.1
9 メチルイソブチルケトン 13 3.7
10 ジクロロメタン （ 別名 塩化メチレン） 11 3.1

311 85
364 100

10 物質合計

全対象物質（515 物質）合計
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エ 非対象業種からの届出外排出量が多い物質 

非対象業種からの届出外排出量が多い上位 10 物質の合計は 586t で、全物質合計の 87%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

  

表 12 非対象業種からの届出外排出量が多い物質 

順位 物質名称
届出外排出量

（ｔ /年）
構成比（%）

1 トリクロロニトロメタン （ 別名 クロロピクリン ） 193 29
2 １，３－ジクロロプロペン （ 別名 D－D ） 175 26
3 キシレン 64 9.5

4 ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の炭素数が
１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）

32 4.7

5 トルエン 28 4.1

6 トリメチルベンゼン 25 3.8

7 ２－チオキソ－３，５－ジメチルテトラヒドロ－
２H－１，３，５－チアジアジン（別名 ダゾメット）

24 3.6

8 エチルベンゼン 19 2.9

9 グリホサート並びにそのアンモニウム塩、イソプロピルアミン塩、
カリウム塩及びナトリウム塩

16 2.4

10 N，N’－エチレンビス（ジチオカルバミン酸）マンガンとN，N’－エチレン
ビス（ジチオカルバミン酸）亜鉛の錯化合物 （別名 マンゼブ）

10 1.5

586 87
670 100

10 物質合計

全対象物質（515 物質）合計

図 18 非対象業種からの届出外排出量上位 10 物質とその量 
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オ 家庭からの届出外排出量が多い物質 

家庭からの届出外排出量が多い上位 10 物質の合計は 460t で、全物質合計の 93%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

図 19 家庭からの届出外排出量上位 10 物質とその量 

表 13 家庭からの届出外排出量が多い物質 

順位 物質名称
届出外排出量

（ｔ /年）
構成比（%）

1 ポリ（ オキシエチレン ）＝アルキルエーテル（ アルキル基の炭素数が １２ から １５ までのもの
及び その混合物に限る。）

202 41

2 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸 及び その塩 （ アルキル基の炭素数が １０ から １４ までの
もの 及び その混合物に限る。）

84 17

3 ２－アミノエタノール 49 9.9
4 ポリ（ オキシエチレン ）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナトリウム 37 7.6
5 ジクロロベンゼン 36 7.3

6

［（３－アルカンアミドプロピル ）（ ジメチル ）アンモニオ ］アセタート（ アルカンの構造が直鎖で
あり、かつ、当該アルカンの炭素数が ８、１０、１２、１４、１６ 又は １８ のもの 及び その混合物
に限る。）及び （Ｚ）－［［ ３－（オクタデカ－９－エンアミド）プロピル ］（ ジメチル ）アンモニオ ］
アセタート 並びにこれらの混合物

16 3.2

7 Ｎ，Ｎ－ジメチルドデシルアミン＝Ｎ－オキシド 12 2.3
8 ドデシル硫酸ナトリウム 10 2.1
9 エチレンジアミン四酢酸並びにそのカリウム塩及びナトリウム塩 8.9 1.8

10 アルファ－アルキル－オメガ－ヒドロキシポリ（ オキシエチレン ）（アルキル基の炭素数が ９
から １１までのもの 及び その混合物であって、数平均分子量が １，０００未満のものに限る。）

5.0 1.0

460 93
495 100

10 物質合計

全対象物質（515 物質）合計
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カ 移動体からの届出外排出量が多い物質 

移動体からの届出外排出量が多い上位 10 物質の合計は 440t で、全物質合計の 97%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

 

 

 

  

順位 物質名称
届出外排出量

（t /年）
構成比（%）

1 トルエン 170 38
2 キシレン 101 22
3 ベンゼン 37 8.2
4 ヘキサン 30 6.7
5 エチルベンゼン 27 5.9
6 ホルムアルデヒド 26 5.8
7 トリメチルベンゼン 21 4.6
8 Ｎ－（１，３－ジメチルブチル）－Ｎ’－フェニル－パラ－フェニレンジアミン 11 2.4
9 アセトアルデヒド 10 2.2
10 １，３－ブタジエン 6.8 1.5

440 97
451 100

10 物質合計

全対象物質（515 物質）合計

表 14 移動体からの届出外排出量が多い物質 

図 20 家庭からの届出外排出量上位 10 物質とその量 
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（3） 届出排出量及び届出外排出量の合計 

ア 届出排出量及び届出外排出量の割合 

事業者から届出があった排出量（届出排出量）と国が推計を行った届出外排出量の合計は、2,447t でした。 

 

 

 

 

  

図 21 届出排出量及び届出外排出量の割合 
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イ 届出排出量及び届出外排出量の合計量が多い物質 

届出排出量及び届出外排出量の合計量が多い上位 10 物質の合計は 1,637t で、全物質合計の 67%に当たり

ます。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 届出排出量及び届出外排出量の合計量上位 10 物質とその量 

表 15 届出排出量及び届出外排出量の合計量が多い物質 

順位 物質名称
届出排出量

(t /年）
届出外排出量

(ｔ /年）

届出排出量及び
届出外排出量の

合計(t /年）
構成比(%)

1 トルエン 100 266 366 15

2 キシレン 35 201 236 9.6

3 ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の
炭素数が１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）

0.1 235 235 9.6

4 トリクロロニトロメタン （別名 クロロピクリン ） 0 193 193 7.9

5 １，３－ジクロロプロペン （別名 Ｄ－Ｄ ） 0.0 175 175 7.2

6 ジクロロメタン （別名 塩化メチレン ） 93 11 104 4.2

7 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸 及び その塩 （ アルキル基の
炭素数が １０ から １４ までのもの 及び その混合物に限る。）

0.4 91 92 3.8

8 エチルベンゼン 9.7 73 83 3.4

9 ほう素化合物 13 68 81 3.3

10 ヘキサン 26 48 73 3.0

277 1,361 1,637 67

467 1,980 2,447 100

10 物質合計

全対象物質（515 物質）合計
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（4） 継続物質と新規追加物質の届出排出量・移動量の比較 

 ア 継続物質と新規追加物質の届出排出量・移動量の割合 

    令和 3 年政令改正により、令和 5 年度届出分からは、対象化学物質が 462 物質から 515 物質に変更されまし

た。 

    令和 3 年政令改正後も継続して届出対象物質として指定された物質（以下、「継続物質」という。）319 物質及び

令和 3 年政令改正で追加された届出対象物質（以下、「新規追加物質」という。）196 物質の届出排出量及び移動

量の内訳は以下のとおりです。 

 

    なお、継続物質とは次の 3 つの項目に該当する対象化学物質です。 

・ 令和 3 年政令改正前後で対象化学物質が完全に一致する物質（312 物質） 

・ 令和 3 年政令改正により統合又は分割された物質で、令和 3 年政令改正前後で対象となる      

物質の範囲が完全に一致する物質（3 物質） 

（管理番号：664）有機スズ化合物（ビス（トリブチルスズ）＝オキシドを除く。） 

（管理番号：706）ビス（トリブチルスズ）＝オキシド 

（管理番号：697）鉛及びその化合物 

・ 令和 3 年政令改正前後で対象となる範囲が拡大された物質（4 物質） 

（管理番号：595）エチレンジアミン四酢酸並びにそのカリウム塩及びナトリウム塩 

（管理番号：632）1，2－ジクロロエチレン 

（管理番号：691）トリメチルベンゼン 

（管理番号：698）ニトリロ三酢酸及びそのナトリウム塩 

 

  

図 23 継続物質及び新規追加物質の届出排出量・移動量の割合 
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 イ 新規追加物質の届出排出量及び移動量の合計量が多い物質 

新規追加物質の届出排出量及び移動量の合計量が多い上位 10 物質の合計は 341t で、全新規追加物質合計

の 99%に当たります。 

当該 10 物質については次のとおりです。 

 

 

  

表 16 届出排出量及び移動量の合計量が多い新規追加物質 

順位 物質名称
届出排出量

（t/年）
移動量
（t/年）

届出排出量と
移動量の合計

 （t/年）

届出排出量と
移動量の合計
構成比（%）

1 テトラヒドロフラン 2.3 120 122 36

2 ヘプタン 6.9 83 90 26

3 シクロヘキサン 36 1.6 38 11

4 メチルイソブチルケトン 3.1 28 31 9.2

5 Ｎ－メチル－２－ピロリドン 3.0 14 17 5.0

6 ヘキサンジヒドラジド 0 16 16 4.7

7 セリウム及びその化合物 0 10 10 2.9

8 テトラメチルアンモニウム＝ヒドロキシド 5.8 3.7 9.5 2.8

9 １，２－ジメトキシエタン 0.0 1.9 1.9 0.6

10 炭酸リチウム 0 1.8 1.8 0.5

57 280 337 99

58 283 341 100全新規追加物質（196物質）合計

10物質合計

図 24 新規追加物質の届出排出量及び移動量の合計量上位 10 物質とその量 
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4 用語解説 

第一種指定化学物質 

人や生態系への有害性（オゾン層の破壊を含む）があり、環境中に広く存在すると認められる物質。 

515 物質が指定。 

＜第一種指定化学物質の一例＞ 

揮発性炭化水素 ベンゼン、トルエン、キシレンなど 

有機塩素系化合物 ダイオキシン類、トリクロロエチレン、PCB など 

農薬   フェニトロチオン、クロルピリホス、D-D など 

金属化合物  鉛及びその化合物、有機スズ化合物など 

オゾン層破壊物質 CFC、HCFC などのフロン類 

その他   石綿など 

 

特定第一種指定化学物質 

第一種指定化学物質のうち、発がん性がわかっている石綿、ダイオキシン類、ベンゼンなど 23 物質が指定 

 

届出要件 

次のすべてを満たすこと 

・ 対象業種（製造業や燃料小売業など 24 業種） 

・ 従業員数（常用雇用者 21 人以上の事業者） 

・ 第一種指定化学物質のいずれかを１年間に１トン以上（特定第一種指定化学物質については 0.5 トン以上）取り扱

うか、特別要件施設を有する事業者 

 

特別要件施設を有する事業者 

次のうち、いずれかに該当する事業所を有する事業者 

・ 金属鉱業または原油・天然ガス鉱業を営み、鉱山法第 13 条第 1 項の経済産業省令で定める施設を設置している 

・ 下水道業を営み、下水道終末処理施設を設置している 

・ ごみ処分業または産業廃棄物処分業（特別管理産業廃棄物処分業を含む。）を営み、一般廃棄物処理施設または

産業廃棄物処理施設を設置している 

・ 廃棄物焼却炉など、ダイオキシン類対策特別措置法第 2 条第 2 項に規定する特定施設を設置している 

 

排出量 

生産工程などから環境中に排出される第一種指定化学物質の量。大気では、排気口や煙突からの排出やペンキなど

の塗料に含まれる成分の揮発、水質では、公共用水域への排出など。 

 

移動量 

その事業活動に係る廃棄物の処理を当該事業所の外において行うことに伴い、当該事業所の外に移動する第一種

指定化学物質の量。例えば、下水道への放出、他の産業廃棄物処理業者に廃棄物の処理を委託した量など。 

 

取扱量 

第一種指定化学物質の製造量・使用量等を合計した量 
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公共用水域 

河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続する用水路等のことで、川や湖、海など

はすべて公共用水域に該当。 

 

届出排出量/移動量 

届出要件を満たす事業者により届け出られた排出量又は移動量 

 

届出外排出量/移動量 

届出要件を満たさない事業者や家庭、自動車からの排出量又は移動量を国が推計したもの 

 

移動体 

自動車、鉄道、航空機等 

 

 

 

 

 

 


